
別記 

個人情報取扱特記事項 

 

 

第１ 受注者は、委託業務における個人情報の取扱いについては、個人情報の保護に関する

法律（平成 15 年法律第 57 号）その他法令を遵守するとともに、個人情報の安全管理の

ために必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

第２ 受注者は、前項の措置を講じるに当たっては、次に掲げる事項を遵守しなければなら

ない。 

 (1) 個人情報の取扱いに当たっては、個人の権利利益を侵害することがないようにするこ

と。 

 (2) 個人情報の取扱いについて管理体制を定め、管理状況について適宜検査を行うこと。 

 (3) この契約による事務に関して知ることができた個人情報を、他に漏らさないこと。こ

の契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。 

 (4) この契約による事務を処理するため、個人情報を取得し、又は利用するときは、受託事

務の目的の範囲内で行うこと。 

 (5) この契約による事務を処理するため、発注者から提供を受け、又は自らが取得し、若し

くは作成した個人情報が記録された資料等を、発注者の承諾を得ずに複写し、若しくは

複製し、又は第三者に提供しないこと。 

 (6) この契約による事務を処理するため、発注者から提供を受け、又は自らが取得し、若し

くは作成した個人情報の漏えい、滅失及び毀損の防止に関する措置を講じること。 

 (7) 発注者が指定する場所以外の場所で、この契約による個人情報を取り扱う事務を処理

しないこと。ただし、発注者が指定する場所以外の場所で、この契約による個人情報を

取り扱う事務を処理する必要がある場合において、あらかじめ当該事務を処理する場所

における個人情報の安全確保の措置の内容を発注者に届け出て、発注者の承諾を得たと

きは、この限りでない。 

 (8) この契約による事務の処理その他この契約の履行に関し、個人情報が記録された資料

等を運搬するときは、個人情報の漏えい、滅失及び毀損を防止するため、受注者の責任

において、確実な方法により運搬すること。 

 (9) この契約による事務を処理するために、発注者から提供を受け、又は自らが取得し、若

しくは作成した個人情報が記録された全ての資料等は、当該契約完了後直ちに発注者に

返還し、又は引き渡すこと。ただし、発注者が別に方法を指示したときは、当該方法に

よること。 

 (10) この契約による事務に従事している者に対し、当該事務に従事している期間のほか、

当該事務に従事しなくなった後の期間においても当該事務に関して知り得た個人情報を



みだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないこと、これに違反した場

合は法令により罰則が適用されることがあること等、個人情報の保護のために必要な事

項を周知するとともに、個人情報の適正な管理の徹底が図られるよう、必要かつ適切な

監督を行うこと。 

 (11) この契約による個人情報の取扱いの状況について、発注者の指示に従い、定期に報告

するとともに、発注者が時期を定めて実施する実地調査に協力すること。 

 (12) 前号のほか、発注者が、この契約による受注者の個人情報の取扱いの状況について調

査の必要があると認めて、受注者に対して必要な報告又は実地調査の受入れを求めたと

きは、その求めの内容に従うこと。 

 (13) 発注者が、この契約による受注者の個人情報の取扱いが不適当と認めて、受注者に対

して必要な指示を行ったときは、その指示の内容に従うこと。 

 (14) 前各号に違反する事態が生じ、又は生じるおそれがあることを知ったときは、速やか

に発注者に報告し、発注者の指示に従うこと。 


